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第１章 障がい福祉計画の概要 

１ 計画策定の趣旨 

  平成１８年４月に障害者自立支援法が施行されてから５年が経過しました。こ

の間、障がい者が自ら事業者を選び、契約をする制度が定着し、身体障がい、知

的障がい、精神障がいの三障がいの一元化やサービス体系を「障がい福祉サービ

ス」と「地域生活支援事業」に再編するとともに、入所施設や精神科病院からの

地域移行の強化の方向が強化されました。 

  鎌ケ谷市では、「共に生き 共にひらく 福祉のまちづくり」の実現を目指し、

障がい者施策の基本的な方向を示すものとして、平成１１年３月に、平成２２年

度までの「鎌ケ谷市障害者計画」を策定し、平成１８年の障害者自立支援法の施

行に伴い、新たな社会情勢に対応すべく「鎌ケ谷市障がい者計画」の改定を行い、

平成２３年４月には平成２３年度から１０年間の鎌ケ谷市の障がい者福祉の基

本を示した「第二期鎌ケ谷市障がい者計画」を策定しました。 

「鎌ケ谷市障がい福祉計画」は、「鎌ケ谷市障がい者計画」の障がい福祉サー

ビスと地域生活支援事業の提供体制の確保と円滑な事業実施を図るために、障害

者自立支援法の規定に基づき、３年間の障がい福祉サービス等の見込量を設定し

たもので、３年毎に障がい福祉サービスの実績を踏まえて見直しを行っているも

のであります。この度は第３回目の見直しで、平成２４年度から平成２６年度ま

での計画となります。 

 

２ 計画の位置づけ  

・ この計画は、障害者自立支援法第８８条の規定に基づき策定が義務付けられた

法定の計画で、障害者基本法第１１条第３項に基づく「第二期鎌ケ谷市障がい者

計画」が理念や方向性を示したものであるのに対し、福祉サービス等の具体的な

見込量を示しています。 

・ 本計画に定めるべき内容、目標水準の設定の考え方については、障害者自立支

援法第８８条第１項の規定に基づき定められた指針に沿うとともに、鎌ケ谷市独

自の課題等を踏まえ目標や見込量を設定するものです。 

・ また、「第二期鎌ケ谷市障がい者計画」同様、鎌ケ谷市における福祉全体の施

策を定めた「鎌ケ谷市地域福祉計画」「鎌ケ谷市総合基本計画鎌ケ谷市レインボ

ープラン２１」との整合や一体的な施策展開を図るとともに、関連計画との連携

が取れたものとなっています。 

※ 参考 障害者自立支援法第８８条第１項 

市町村は、基本方針に則して、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供
体制の確保に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるものとする。 
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３ 計画の基本理念 

 「障がいの有無にかかわらず国民が相互に人栺と個性を尊重し安心して暮らす

ことのできる地域社会の現実に寄不する」を目的とした障害者自立支援法の趣旨や、

障がい者の自立と社会参加を基本とする障害者基本法の理念を踏まえ、鎌ケ谷市障

がい福祉計画の基本理念である「共に生き 共にひらく 福祉のまちづくり」を引

き継ぐとともに、障がい福祉計画からの基本理念である以下の３点を引き継ぎ、基

本理念とします。 

① サービスの自己選択と自己決定の尊重 

 ノーマライゼーションの理念のもとに、障がいの種類や程度に関わらず障が

いのある人が自ら居住場所やサービスを選択し、自立した社会生活が可能とな

る社会の実現を目指します。 

② 身体、知的、精神の３障がいを一元化した障がいサービスの提供 

 障がいの種別にかかわらず、必要な障がい福祉サービスを利用することがで

きるよう、サービス提供基盤の整備を図ります。 

③ 地域生活への移行と就労支援の充実 

 今後の福祉施設入所者、退院可能精神障がい者の地域生活への移行を考慮し、

地域の社会資源を最大限に活用しながら、障がいのある人の生活を地域全体で

支えるサービス供給体制の整備をすすめます。 

 

４ 計画の目標 

 第１期障がい福祉計画、第２期障がい福祉計画の進捗状況と、新たに提示された

項目を踏まえて、次の５点を取り組みの目標とします。 

① 就労支援体制の強化と就労の促進 

② 相談支援の充実・強化 

③ 居住の場の確保 

④ 長期入所、長期入院者の地域生活移行の促進 

⑤ 虐待防止に対する取り組みの強化 
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５ 計画の期間及び見直しの時期 

   この計画は平成２６年度を目標年度とするものですが、国では、平成２５年度

に障害者自立支援法を廃止し、制度の谷間のない支援の提供や、一人ひとりのニ

ーズに基づいた地域生活支援体系の整備等を内容とする「障害者総合福祉法（仮

称）」を平成２５年８月までの施行を目指すとして検討を行っていたところでした

が、新たに障がい者の範囲に難病患者を加えることを柱とした「障害者総合支援

法」が制定されたことから、計画の期間中に本計画の策定内容に大きく影響を及

ぼすことも想定されており、計画の大幅な修正が必要になった場合には見直しを

行います。 

 

平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

      

      

 

 

６ 計画の進捗状況の点検及び評価について 

   計画の策定にあたっては、障がい者団体、事業所等で構成する｢鎌ケ谷市障がい

者地域自立支援協議会｣の意見を踏まえ、計画を策定しました。 

   今後も、障がい福祉計画の目標や障がい福祉サービスの見込み量を達成するた

め、毎年度、計画の達成状況の点検と評価を行うとともに、「鎌ケ谷市障がい者地

域自立支援協議会」からの意見を踏まえながら、サービス提供にかかる課題や取

り組み方針について検討し、実施していきます。 

 

※鎌ケ谷市障がい者自立支援協議会の役割 

   鎌ケ谷市障がい者地域自立支援協会は、相談支援事業をはじめとする地域の障

がい福祉に関するシステムづくりに関し、中核的な役割を果たす場として市が設

置し、定期的に協議を行います。 

障がい者計画 第二期障がい者計画(平成２３～３２年度) 

第２期 障がい福祉計画 

（平成２１～２３年度） 

    第３期 障がい福祉計画 

    （平成２４～２６年度） 
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（構成メンバー） 

   相談支援事業者、障がい福祉サービス事業者、 

   保健医療関係者、教育・雇用関係者、 

   障がい者団体関係者、権利擁護・地域福祉関係者、 

   行政関係職員など 

（主な機能） 

・中立公正を確保する観点から、委託相談支援事業者の運営評価等を実施 

・困難事例への対応のあり方に関する協議と調整 

・地域の福祉資源の開発と改善に向けた協議 

・鎌ケ谷市障がい者計画等の具体化に向けて協議すること 
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第２章 地域生活への移行目標 

 

１ 福祉施設の入所者の地域への移行 

国の基本指針では、平成２６年度末までに、平成１７年１０月時点の施設入所者

数の３割以上を地域生活へ移行することを目指すとともに、平成２６年度末時点の

施設入所者数を１割以上削減することを基本としつつ、地域の実情に応じて目標を

設定するとしています。 

本市の平成１７年１０月１日時点の施設入所者数は５８人です。国や県の目標値

を踏まえ、平成２３年度までに地域生活に移行する人の目標値を６人としましたが、

平成２３年度末の施設入所者は５４人であり、２３年度末の目標施設入所者数の

５２人に達しておらず、高齢化社会等の現状を踏まえ、目標年度（平成２６年度）

の施設入所者目標値を５２人とします。 

 

[目標達成のための取り組み] 

市では、相談支援体制の強化を図るとともに、日中活動の場の整備や地域活動

支援センター等の運営支援等による地域における受け皿づくりに取り組みながら、

グループホームやケアホーム等の居住サービスの整備にも努めていきます。 

 

項 目 数 値 備   考 

第１期計画作成時点

の施設入所者数（Ａ） 
５８人 平成１７年１０月１日現在の施設入所者数 

目標年度の施設入所

者数（Ｂ） 
５２人 平成２６年度末時点の施設入所者数 

【目標値】 

地域生活移行者数 

（Ａ）－（Ｂ） 

 ６人 
平成２６年度末までの移行者の目標値 

１０％ 

 

２ 福祉施設から一般就労への移行 

国の基本指針では、平成２６年度までに、福祉施設利用者が就労移行支援事業な

どを通して一般就労へ移行する人を、平成１７年度の一般就労への移行実績の４倍

以上に増やすことを基本としつつ、地域の実情に応じて目標を設定することとして

います。 

本市では、平成１７年度に福祉施設から一般就労した人は２人ですが、平成１７

年度の実績は、過去の実績をもとに評価すると年平均の就労者数を上回っているこ

とから、平成２６年度の年間就労者数については、２倍の４人が福祉施設から一般

就労すると設定しました。 
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項 目 数 値 備   考 

第１期計画作成時点の年間

一般就労移行者数 
 ２人 

平成１７年度に福祉施設を退所し、一般

就労した者の数 

平成２６年度の 

年間一般就労移行者数 

４人 平成２６年度において施設を退所し、一

般就労する者の数  ２倍 

 

３ 就労支援事業の利用に係る目標 

①就労移行支援事業 

  国の基本指針では、平成２６年度末における福祉施設利用者のうち２割以上が

就労移行支援事業を利用することを目標としています。 

  本市では就労継続支援Ｂ型を選択する人より生活介護の事業を選択する人が

多いことから、就労移行支援事業利用見込者を１０人（５％）と見込んでいます。 

 

項 目 数 値 備   考 

第３期計画作成時点の福祉

施設利用者数 
１９６人 

療護施設、更生施設、授産施設等を利用

している者の数 

【目標値】 

就労移行支援事業利用者数 

１０人 上記のうち、平成２６年度末までに就労

移行支援事業を利用する者の数 ５％ 

②就労継続支援（Ａ型）事業 

  国の基本指針では、平成２６年度末における就労継続支援事業のうち３割以上が

就労継続支援事業Ａ型（雇用型）を利用することを目標としています。 

  本市では就労継続支援Ａ型の利用者は１人で、福祉的就労を選択する場合はＢ型

を選択する傾向がありますので、３人（５％）と見込んでいます。 

 

項 目 数 値 備   考 

【目標値】 

就労継続支援事業利用者数 ６３人 

平成２６年度において就労継続支援事業

を利用している者の数 

（P11 のサービス見込量参照） 

【目標値】 

上記のうちＡ型利用者数 

３人 上記のうちＡ型事業（雇用型）を利用し

ている者の数 ５％ 

※ 就労継続支援Ａ型：通所により雇用契約に基づく就労の機会を提供するとと

もに、一般就労への移行に向けて支援する。 

※ 就労継続支援Ｂ型：通所による就労や生産活動の機会を提供するが、雇用契

約は結ばない。 
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第３章 障がい福祉サービスと地域生活支援事業 

１ 障がい福祉サービスの見込量と確保の方策 

（１）障がい福祉サービス見込量の算出方法  

国の基本指針に基づき、障がい福祉サービスの需要側と供給側の数値を踏まえ

て見込み量を設定します。 

需要側については、現在のサービス利用者数を基礎として、支援費制度以降の

利用者数の伸びや障害者自立支援法施行後の新たなサービスの利用状況などを

加え、障がいのある人のニーズなどを踏まえて見込んだ利用量を勘案して推計し

ます。 

 

（２）障がい福祉サービスの見込量と確保の方策 

① 訪問系サービス 

障がいのある人などが地域で生活していくために今後とも重要なサービスで

す。居宅介護の利用者は増える傾向にあります。重度訪問介護では利用時間の伸

びが想定を大幅に越えています。行動援護は対象者が見込みを下回っています。 

第３期計画においては、こうした利用動向を勘案して目標を設定し、必要な

サービス提供基盤の整備に努めます。 

●サービスの概要 

居宅介護  ： 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

重度訪問介護： 重度の肢体丌自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で、入

浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援などを総合

的に行います。 

行動援護  ： 自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回

避するために必要な支援や外出支援を行います。 

＜対象者＞知的障がいや精神障がいによって行動上著しい  

 困難があり、常に介護を必要とする人 

重度障害者等包括支援：介護の必要性がとても高い人に、必要な福祉サービス

（居宅介護、行動援護、短期入所、生活介護等）を包括的に

提供します。 

同行援護  ： 平成２３年１０月から始まった新しいサービスです。重度視覚

障がい者（児）の外出時に同行し、移動に必要な情報の提供や

代読・代筆等の援護を行います。 

＜対象者＞重度の視覚障がい者 
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●利用実績（上段が第２期計画の見込み量、下段が実績） 

事 業 ２１年度 ２２年度 ２３年度 単 位 

居宅介護 

１，０００ １，２００ １，４００ 
時間／月 

９５４ ９６３ ８５９ 

５０ ６０ ７０ 
実人／月 

５２ ５４ ６７ 

重度訪問介護 

４５ ７０ ７０ 
時間／月 

２７５ ７８３ １，０００ 

２ ３ ３ 
実人／月 

４ ３ ６ 

行動援護 

１０ １０ １０ 
時間／月 

０ ７ １１ 

２ ２ ２ 
実人／月 

０ １ １ 

重度障害者等包括

支援 

０ ０ ０ 
時間／月 

０ ０ ０ 

０ ０ ０ 
実人／月 

０ ０ ０ 

※重度訪問介護は本人のニーズにより支給量を増やしました。 

●サービスの見込量 

事 業 ２４年度 ２５年度 ２６年度 単 位 

居宅介護 
１，４００ １，４００ １，６００ 時間／月 

７０ ７０ ８０ 実人／月 

重度訪問介護 
９０ ９０ ９０ 時間／月 

４ ４ ４ 実人／月 

同行援護（新規） 
２５０ ３４０ ４２０ 時間／月 

１５ ２０ ２５ 実人／月 

行動援護 
６０ ６０ ８０ 時間／月 

３ ３ ４ 実人／月 

重度障害者等包括

支援 

７４４ ７４４ １，４８８ 時間／月 

１ １ ２ 実人／月 

※行動援護は介護者の高齢化を勘案し、見込量を大幅に増やしました。 

※重度障害者等包括支援は利用者の重度化を勘案して利用を見込みました。 
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●見込量確保のための方策 

 施設入所者や退院可能な精神障がい者の地域生活への移行を考慮して、居宅介

護も含めたサービス量の拡大を目指しています。そのためにも、利用者のニーズ

を適栺に把握するとともに、サービス提供事業者への情報提供を図り、あわせて

事業者の確保にも努めます。 

② 日中活動系サービス 

障がいのある人が地域で自立するために必要なサービスです。生活介護、就

労継続支援Ｂ型が急速に伸びています。これは福祉的就労を求める方、常に介護

を必要とする方が増える傾向が強いということを示しています。 

●サービスの概要 

生活介護    ： 常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介

護等を行うとともに、創作的活動または生産活動の機会を提

供します。 

自立訓練    ： 

(機能訓練・生活訓練) 

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、

身体機能または生活能力の向上のために必要な訓練を行い

ます。 

就労移行支援  ： 一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要

な知識及び能力向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援  ： 

（Ａ型・Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するととも

に、知識及び能力向上のために必要な訓練を行います。 

療養介護    ： 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療

養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行います。 

児童デイサービス： 障がいのある子どもに、日常生活における基本的な動作の指

導、集団生活への適応訓練等を行います。 

短期入所    ： 自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め、

施設で入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

●利用実績（上段が第２期計画の見込み量、下段が実績） 

事 業 ２１年度 ２２年度 ２３年度 単 位 

生活介護 

６８０ ７００ ９００ 
延人日／月 

６２８ ８１１ ８８３ 

３４ ３５ ４５ 
実人／月 

３２ ４５ ５０ 

自立訓練（機能訓練） 

４４ ６６ ６６ 
延人日／月 

１３ ２３ １１ 

２ ３ ３ 
実人／月 

１ ２ ２ 
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自立訓練（生活訓練） 

８８ １１０ １３２ 
延人日／月 

４２ １５ ２１ 

４ ５ ６ 
実人／月 

１ １ １ 

就労移行支援 

１２０ １６０ １６０ 
延人日／月 

６８ １４４ ２６７ 

６ ８ ８ 
実人／月 

３ ９ １７ 

就労継続支援（Ａ型） 

（雇用型） 

０ ０ ４０ 
延人日／月 

０ ０ １８ 

０ ０ ２ 
実人／月 

０ ０ １ 

就労継続支援（Ｂ型） 

（非雇用型） 

２００ ２４０ ３００ 
延人日／月 

１１４ ５９６ ７６６ 

１０ １２ １５ 
実人／月 

７ ３４ ７３ 

療養介護 

３１ ３１ ２１７ 
延人日／月 

３１ ３１ ３１ 

１ １ ７ 
実人／月 

１ １ １ 

児童デイサービス 

４６４ ４９６ ５２８ 
延人日／月 

４６４ ４９６ ６４８ 

５８ ６２ ６６ 
実人／月 

５８ ６２ ６８ 

短期入所 

１５４ １６８ １８２ 
延人日／月 

２２６ ２７９ ３５６ 

２２ ２４ ２６ 
実人／月 

２９ ２１ ２４ 

 

●サービスの見込量 

事 業 ２４年度 ２５年度 ２６年度 単 位 

生活介護 
１，７００ １，９００ ２，１００ 延人日／月 

８５ ９５ １０５ 実人／月 

自立訓練（機能訓練） 
６６ ８８ ８８ 延人日／月 

３ ４ ４ 実人／月 
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自立訓練（生活訓練） 
１３２ １３２ １３２ 延人日／月 

６ ６ ６ 実人／月 

就労移行支援 
２４０ ３００ ３６０ 延人日／月 

１２ １５ １８ 実人／月 

就労継続支援（Ａ型） 

（雇用型） 

４０ ４０ ６０ 延人日／月 

２ ２ ３ 実人／月 

就労継続支援（Ｂ型） 

（非雇用型） 

８００ １，０００ １，２００ 延人日／月 

４０ ５０ ６０ 実人／月 

療養介護 
３１０ ３１０ ３１０ 延人日／月 

１０ １０ １０ 実人／月 

短期入所 
３５０ ３５０ ３５０ 延人日／月 

３０ ４０ ５０ 実人／月 

※就労継続支援（B 型）の利用者のおよそ三分の一は生活介護に移行することが予

測されますので、平成２４年度の見込は生活介護８５人、就労継続支援（B 型）

４０人としました。また、就労継続支援（A 型）は利用の伸びが緩慢なため、上

記のように見込みました。 

●見込量確保のための方策 

 障害者自立支援法の目的である障がい者の自立と地域生活への移行を促進す

るため、利用者の意向や状況に応じた多様なサービスの提供に努めます。 

 サービス提供事業者に対しては、関係機関との連携、情報の共有化によりサー

ビス需要の動向の把握に努めます。 

児童デイサービスは、「通所支援」として他の通所施設と統合され、平成２４

年度からは児童福祉法に位置付けられます。よって、サービスの見込み量の表か

らは除きました。 

 

③ 居住系サービス 

施設入所者や退院可能精神障がい者の地域生活への移行をすすめるための重

要なサービスがグループホームやケアホームです。しかし、現状では施設へ入所

せざるとえないという状況があります。 

●サービスの概要 

施設入所支援   ： 施設に入所する人に、夜間や休日に入浴、排せつ、食事

の介護等を行います。 

共同生活介護   ： 

（ケアホーム）  

夜間や休日に共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食

事の介護等を行います。 

共同生活援助   ： 

（グループホーム） 

夜間や休日に共同生活を行う住居で、相談や日常生活上

の援助を行います。 
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●利用実績（上段が第２期計画の見込み量、下段が実績） 

事 業 ２１年度 ２２年度 ２３年度 単 位 

施設入所支援   ２５ ２６ ３６ 
実人／月 

１９ ２３ ２６ 

共同生活介護(ｹｱﾎｰﾑ)  １１ １３ １５ 
実人／月 

１９ １７ １７ 

共同生活援助(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ) ７ ９ １１ 
実人／月 

９ ８ ８ 

 

●サービスの見込量 

事 業 ２４年度 ２５年度 ２６年度 単 位 

施設入所支援   ５０ ５０ ５０ 実人／月 

共同生活介護(ｹｱﾎｰﾑ)  ２０ ３０ ４０ 実人／月 

共同生活援助(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ) ２０ ２０ ２０ 実人／月 

 

●見込量確保のための方策 

 障がい福祉計画の目標を達成するためには、居住系サービスの計画的な推進が

必要であるため、障がい者の地域生活への移行状況を適切に把握し、計画的に居

住基盤の整備に努めます。 

また、地域で自立した生活を送ることが困難な障がい者については、既存施設

を中心に必要な入所施設の確保に努めます。 

 

④ 相談支援（サービス利用計画作成） 

支給決定を受けた障がい者が、心身の状況や置かれている環境、障がい福祉

サービスの利用に関する意向、その他の事情などを勘案し、市が委託する相談支

援事業者がサービス利用計画を作成しますが、その利用は伸びてはいません。 

●利用実績（上段が第２期計画の見込み量、下段が実績） 

事 業 ２１年度 ２２年度 ２３年度 単 位 

計画相談支援 
１ ２ ３ 実人／月 

０ ３ ３ 実人／月 

●サービスの見込量 

事 業 ２４年度 ２５年度 ２６年度 単 位 

計画相談支援  １０ ２０ ３０ 実人／月 

地域移行支援 １ ２ ２ 実人／月 

地域定着支援  １ ２ ２ 実人／月 

※障害者自立支援法におけるサービス利用計画作成費支給対象者数 
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●見込量確保のための方策 

サービスを必要とする障がい者が適切にサービスを利用できるように、サービ

ス内容の周知を図るとともに、専門職を配置した相談支援事業者や関係機関等と

の連携を進めます。また、事業者に対し、相談支援事業への参入を勧奨し、相談

支援事業者の確保に努めます。 

 

２ 地域生活支援事業の見込量と確保の方策 

（１）地域生活支援事業の見込量の算出方法 

障がいのある人のニーズなどを踏まえて見込んだ利用量を勘案して推計します。 

（２）地域生活支援事業の見込量と確保の方策 

① 相談支援事業 

障がいのある人などが自立した日常生活、社会生活を営むことができるよう、

障がいのある人や障がいのある子どもの保護者または障がいのある人の介護を

行う者などからの相談に応じ、必要な情報の提供を行うことや権利擁護のために

必要な支援を行います。 

相談支援事業は、平成１９年４月から事業を開始した市内の相談支援事業所

２ヶ所に委託事業として実施しています。 

また、相談支援事業を効果的に実施するために、保険・医療関係者、雇用関

係機関、障がい者団体、学識経験者などからなる地域自立支援協議会を活用し、

ネットワークの構築を図っています。 

●サービスの概要 

障がい者相談支援事業： 障がいのある人やその家族の相談に応じながら、福祉サ

ービスにかかる情報の提供と利用の援助、専門のサービ

ス提供機関の紹介、権利擁護のために必要な支援などを

行います。 

地域自立支援協議会 ： 相談支援事業をはじめとする地域の障がい福祉に関する

システムづくりに関し、中核的な役割を果たす地域自立

支援協議会を設置運営し、相談支援事業の評価や困難事

例への対応等にかかる協議、調整等を行います。 

相談支援機能強化事業： 困難ケースへの対応や相談支援機能の強化のため、相談

支援機関に社会福祉士、保健師、精神保健福祉士等の専

門的職員の配置等。 

住宅入居等支援事業 ： 賃貸住宅への入居を希望しているが、保証人がいないな

どの理由から入居が困難な障がい者を支援するため、入

居に必要な調整等にかかる支援や家主等への相談、助言

などを行います。 
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成年後見制度利用支援事業： 成年後見制度の利用が必要と認められる知的また

は精神障がい者に対して、成年後見制度の利用を支

援し、これらの方の権利擁護を図ります。 

 

●利用実績（上段が第２期計画の見込み量、下段が実績） 

事 業 ２１年度 ２２年度 ２３年度 単位 

障がい者相談支援事業 ４ ４ ４ 
箇 所 

３ ３ ３ 

地域自立支援協議会 有 有 有 
有・無 

有 有 有 

市町村相談支援機能強化事業 有 有 有 
有・無 

有 有 有 

住宅入居等支援事業 

（居住サポート事業） 

有 有 有 
有・無 

有 有 有 

成年後見制度利用支援事業 有 有 有 
有・無 

有 有 有 

●サービスの見込量 

事 業 ２４年度 ２５年度 ２６年度 単位 

障がい者相談支援事業 ４ ４ ４ 箇 所 

地域自立支援協議会 有 有 有 有・無 

市町村相談支援機能強化事業 有 有 有 有・無 

住宅入居等支援事業 

（居住サポート事業） 
有 有 有 有・無 

成年後見制度利用支援事業 有 有 有 有・無 

●見込量確保のための方策 

 今後も公的窓口が相談支援事業の中心となるとともに、民間相談支援事業者や

関係機関との連携をさらに強化し、住宅入居等支援や成年後見制度利用支援のサ

ービス拡充に努めます。 

 

② コミュニケーション支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能などの障がいのために、意思疎通を図ることに支

障がある障がいのある人などに、手話通訳者や要約筆記者を派遣するなどのコミ

ュニケーション支援を行います。 
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●利用実績（上段が第２期計画の見込み量、下段が実績） 

事 業 ２1 年度 ２２年度 ２３年度 単位 

コミュニケーション支援事業 ３５ ３８ ４０ 
実人／月 

９ １０ １２ 

設置手話通訳者 １ １ １ 
人 

１ １ １ 

●サービスの見込量 

事 業 ２４年度 ２５年度 ２６年度 単位 

コミュニケーション支援事業 ３５ ３８ ４０ 実人／月 

設置手話通訳者 １ １ １ 人 

●見込量確保のための方策 

 設置・派遣手話通訳者の体制をさらに充実させるとともに、新たなサービスで

ある要約筆記者の利用促進に努めます。 

 

③ 日常生活用具給付事業 

障がいのある人や子どもの日常生活の利便向上を図るため、身体介護を支援

する用具・訓練などに用いる用具、入浴補助用具などの自立生活を支援する用具、

ストマ用装具などの排せつ管理を支援する用具、居宅生活活動などを円滑にする

用具で設置に小規模な住宅改修を伴うものの購入及び改修工事費などを給付し

ます。 

●サービスの概要 

介護訓練支援用具   ： 障がい者介護用の特殊ベッドやマット、障がい児が訓

練に用いるイス等の用具 

自立生活支援用具   ： 入浴補助用具や聴覚障がい者用屋内信号装置等の自

立生活を支援する用具 

在宅療養等支援用具  ： 電気式たん吸引器や盲人用体温計等の障がい者の在

宅療養を支援する用具 

情報・意思疎通支援用具： 点字器や人工喉頭等の障がい者の情報収集、伝達、意

思疎通を支援する用具 

排泄管理支援用具    ： 人工肛門者用ストマ用装置等の排泄管理を支援する

衛生用品 

住宅改修費          ： 手すりの取り付け、床段差の解消等障がい者の移動等

を円滑にするための小規模な住宅改修に伴う費用 

 



 

16 

 

 

●利用実績（上段が第２期計画の見込み量、下段が実績） 

事 業 ２１年度 ２２年度 ２３年度 単 位 

介護訓練支援用具 ８ ８ ８ 
件／年 

７ ０ ２ 

自立生活支援用具 ２２ ２３ ２３ 
件／年 

１２ １２ ２１ 

在宅療養等支援用具 １５ １８ ２０ 
件／年 

１５ １６ １３ 

情報・意思疎通支援用具 ３０ ３３ ３６ 
件／年 

２０ １８ １９ 

排泄管理支援用具 １，８００ １，９００ ２，０００ 
件／年 

１，５２４ １，５６０ １，６６８ 

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 

３ ４ ４ 
件／年 

０ ０ ０ 

●サービスの見込量 

事 業 ２４年度 ２５年度 ２６年度 単 位 

介護訓練支援用具 ８ ８ ８ 件／年 

自立生活支援用具 ２２ ２３ ２３ 件／年 

在宅療養等支援用具 １５ １８ ２０ 件／年 

情報・意思疎通支援用具 ３０ ３３ ３６ 件／年 

排泄管理支援用具 １，７１６ １，７５０ １，７８５ 件／年 

居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 
３ ４ ４ 件／年 

※排泄管理支援用具は、１人につき年間１２件（月１件）として集計 

●見込量確保のための方策 

 サービスを必要としている障がい者へ適切に供給できるよう、用具情報の収集、

利用者ニーズの把握、制度のＰＲに努めます。 

 

④ 移動支援事業 

屋外での移動に困難を伴う心身に障がいのある人や子どもに対して、地域で

の自立した生活や社会参加を促すために、外出のために必要な支援を行う事業を

実施します。 
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●利用実績（上段が第２期計画の見込み量、下段が実績） 

事 業 ２１年度 ２２年度 ２３年度 単 位 

移動支援事業（利用時間） ４００ ４４０ ４８０ 
時間／月 

１２６ １４０ １３７ 

移動支援事業（利用者数） ６０ ７０ ８０ 
実人／月 

１２ １４ １３ 

●サービスの見込量 

事 業 ２４年度 ２５年度 ２６年度 単 位 

移動支援事業（利用時間） ４００ ４４０ ４８０ 時間／月 

移動支援事業（利用者数） ６０ ７０ ８０ 実人／月 

●見込量確保のための方策 

 事業の周知に努めるとともに、利用者のニーズに合わせたサービスの提供と安

定した提供体制の整備に努めます。 

 

⑤ 地域活動支援センター事業 

地域活動支援センター事業は、日中の創作活動や生産活動の機会の提供を通

じ、障がいのある人の地域での生活を支援するもので、Ⅰ型～Ⅲ型の３種型があ

ります。 

上記の基礎的事業に加え専門職員を配置し、障がい者の地位生活支援の促進

を図る機能強化型事業もあります。 

●サービスの概要 

種 類 内  容 

Ⅰ型 

基礎的事業に加え、専門職員（精神保健福祉士など）を配置し、医療・

福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整、地域住民ボランテ

ィア育成、障がいに対する理解促進を図るための普及啓発などの事業を

実施する。 

Ⅱ型 
地域において雇用・就労が困難な在宅障がい者に対し、機能訓練、社会

適応訓練、入浴などのサービスを実施する。 

Ⅲ型 
地域において概ね５年以上の安定的な運営が図られている小規模福祉作

業所などからの移行が想定されているもの。 
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●利用実績（上段が第２期計画の見込み量、下段が実績） 

事 業 ２１年度 ２２年度 ２３年度 単 位 

鎌ケ谷市利用分 

３ ３ ３ 
箇 所 

３ ３ ４ 

３３ ３３ ３３ 
実人／月 

３３ ３５ ３７ 

他市町村利用分 

５ ５ ５ 
箇 所 

５ ６ ３ 

４ ４ ４ 
実人／月 

５ ６ ３ 

 

●サービスの見込量 

事 業 ２４年度 ２５年度 ２６年度 単 位 

鎌ケ谷市利用分 
３ ３ ３ 箇 所 

３３ ３３ ３３ 実人／月 

他市町村利用分 
５ ５ ５ 箇 所 

４ ４ ４ 実人／月 

●見込量確保のための方策 

 小規模作業所等が地域活動支援センターや訓練給付などの法定事業所へ移行

し、安定した経営基盤と充実したサービスが提供できるよう支援していきます。 

 

⑥ 手話・要約奉仕員養成研修事業 

聴覚障がい者等とのコミュニケーションの支援のため、手話奉仕員や要約筆

記奉仕員を養成するための研修を定期的に実施し、障がい者の社会参加と交流を

促進します。 

●利用実績（上段が第２期計画の見込み量、下段が実績） 

事 業 ２１年度 ２２年度 ２３年度 単 位 

手話・要約奉仕員養成研修事業 ３０ ３０ ３０ 
実人／月 

４８ ４６ ５１ 

※ 実績は、講座受講者数を示しており、修了者と異なります。 

 

●サービスの見込量 

事 業 ２４年度 ２５年度 ２６年度 単 位 

手話・要約奉仕員養成研修事業 ３０ ３０ ３０ 実人／月 
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●見込量確保のための方策 

 計画的に養成研修を実施し、奉仕員を養成するとともに、コミュニケーション

支援事業の制度拡充を図ります。 

 

⑦ 日中一時支援事業 

障がい者等の日中における活動の場を確保し、障がい者等の家族の就労支援

や介護者の一時的な休息を図ります。 

●利用実績（上段が第２期計画の見込み量、下段が実績） 

事 業 ２１年度 ２２年度 ２３年度 単 位 

日中一時支援事業 ４２ ４５ ５０ 
実人／月 

２５ ３２ ３９ 

●サービスの見込量 

事 業 ２４年度 ２５年度 ２６年度 単 位 

日中一時支援事業 ４２ ４５ ５０ 実人／月 

●見込量確保のための方策 

 サービス提供事業者の参入を促進するとともに、必要とされるサービス量の確

保と質の高いサービス提供に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

20 

 

第４章 計画の推進に向けて 

 

１ 制度の周知 

     国では共生の社会の実現を目指し、制度改革をすすめるなかで、「障がい者

制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉政策を見直すまで

の間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する

法律」が平成２２年１２月１０日に公布され、相談支援の充実、グループホ

ーム・ケアホームの利用の際の助成、重度視覚障害者（児）に対する移動支

援の個別給付化（同行援護の創設）等、障害者自立支援法の改正が行われて

います。 

     これらの改正にあたっては、障害者（児）が必要なサービスを受けられる

よう、制度の周知を行い、円滑な事業の実施やサービスの適切な利用を促進

します。 

 

２ 広域的な連携と推進体制の強化 

 関連団体や事業者などが連携できるネットワークの構築に引き続き取り

組むとともに、障がい福祉サービスや地域生活支援事業の円滑な実施と障が

い福祉計画の推進体制の強化に努めます。 

 

3 財源の確保 

     本計画を実効性あるものとするため、効率的なサービス提供に努めるとと

もに、毎年度の計画量に応じた費用額を適正に把握し、国、県、利用者負担

等の特定財源についても、適正な確保に努めます。

 



 

 

 

 

 

 

 

 

≪参考資料≫ 
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鎌ケ谷市障がい者地域自立支援協議会設置要綱 

（設置） 

第１条 障がい者の生活を支えるため、相談支援事業をはじめとするシステム作りに関し、中

核的な役割を果たし、障がい福祉サービスの提供体制の確保及び関係機関によるネットワー

クの構築等に向けた協議の場として、鎌ケ谷市障がい者地域自立支援協議会（以下「協議会」

という。）を設置する。 

（協議事項） 

第２条 協議会の協議事項は、次のとおりとする。 

（１） 相談支援事業に関し、委託事業者の運営評価等に関すること。 

（２） 困難事例への対応のあり方に関すること。 

（３） 地域の関係機関によるネットワーク構築等に関すること。 

（４） 鎌ケ谷市障がい者計画等の具体化に向けた協議に関すること。 

（５） その他障がい者の地域の自立支援に関すること。 

（組織） 

第３条 協議会は、委員 20 人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 相談支援事業者 

（２） 障がい福祉サービス事業者 

（３） 保健・医療関係者 

（４） 教育関係者 

（５） 雇用関係者 

（６） 権利擁護・地域福祉関係者 

（７） 障がい者団体関係者 

（８） 行政関係機関職員 

（９） その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
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（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会は、会長が召集し、会長が会議の議長となる。 

２ 協議会は、会長及び過半数の委員の出席をもって開催できるものとする。 

（関係者の出席） 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、協議会に委員以外の者の出席を求め、その意見

又は説明を聞くことができる。 

（専門部会） 

第８条 協議会は、必要に応じて、専門部会を置くことができる。 

（秘密の保持） 

第９条 協議会の委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のために利用し

てはならない。その職を退いた後においても、同様とする。 

（庶務） 

第 10 条 協議会の庶務は、障がい福祉主管課において行う。 

（委任） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に

諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成 19 年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日以後、最初に委嘱される協議会の委員の任期は、第４条第１項の規定

にかかわらず、平成 22 年３月 31 日までとする。 
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鎌ケ谷市障がい者地域自立支援協議会委員一覧 

任期 平成 22 年 8 月 24 日から平成 25 年 3 月 31 日 ◎印は会長 ○印は副会長 

№ 氏   名 所     属 役  職  等 

１ ◎江間
え ま

 由紀夫
ゆ き お

 東京成徳大学 准教授 

２ ○高橋
たかはし

  貴子
たかこ

 
特定非営利活動法人 千葉精神保健福祉ネット 

サポートネット鎌ケ谷 
所  長 

３ 三好
みよし

 志
し

都
と

美
み

 社会福祉法人 優幸会  事務長 

４ 樋口
ひぐち

 美代子
み よ こ

 特定非営利活動法人 青空の会 サービス管理責任者 

５ 松村
まつむら

 幸江
ゆきえ

 特定非営利活動法人 きらら 理 事 長 

６ 山根
やまね

 清
きよ

孝
たか

 医療法人 梨香会 あきもとふぁーまーず 管理者代理 

７ 坂尾
さ か お

 裕介
ゆうすけ

 習志野健康福祉センター（習志野保健所） 精神保健福祉相談員 

８ 平野
ひらの

 明美
あけみ

 千葉県立つくし特別支援学校 進路指導主事 

９ 吉田
よしだ

 篤史
あつし

 千葉県立松戸特別支援学校 進路指導主事 

10 豊田
とよだ

 朊二
ともじ

 鎌ケ谷市商工会 副 会 長 

11 窪田
く ぼ た

 規子
の り こ

 船橋公共職業安定所 統括職業指導官 

12 山本
やまもと

 幸子
さちこ

 社会福祉法人鎌ケ谷市社会福祉協議会 副 会 長 

13 小林
こばやし

 存
ぞん

祐
ゆう

 鎌ケ谷市民生委員児童委員協議会 東部地区会長 

14 加藤
かとう

 美智子
み ち こ

 鎌ケ谷市身体障がい者福祉会 副 会 長 

15 飯髙
いいだか

 優子
ゆうこ

 鎌ケ谷市手をつなぐ親の会 会  長 

16 中村
なかむら

 正明
まさあき

 
鎌ケ谷市精神障がい者家族会 

心の健康をささえあう ききょうの会 
副 会 長 

17 秋澤
あきざわ

 進一
しんいち

 鎌ケ谷市聴覚障害者福祉会 会 長 

18 岩倉
いわくら

 治夫
は る お

 社会福祉課 課  長 

19 田中
たなか

 延佳
のぶよし

 健康増進課 課  長 

20 上谷
かみたに

  豪
ごう

 
中核地域生活支援センター 

習志野圏域・なかまネット 
地域総合コーディネーター 

（平成 24 年 6 月現在） 
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